
令和２年度　下野市行政評価市民評価　ヒアリング資料

事務事業名 各学童保育事業 所管部課 健康福祉部 こども福祉課

Ｂ
１
以上

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性がある。
市民・団体・議会等から要望や要請がある。

事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業目的

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、家庭、地域等
の連携の下、基本的生活習慣を確立する。併せて、発達段階に応じた健全な育成をを図
る。

必要性

Ａ ○ 全て
要件（３項目）

社会経済情勢の変化や市民ニーズ等に適合する。

Ｃ なし

事業概要

・入所は随時受け入れを行う
・保護者や関係機関との連携を図り、児童が安心安全に過ごせるよう受け入れる
・学童保育は子どもの人権に十分に配慮すると共に、子ども一人ひとりの人格を尊重して
育成支援を行う。
・学童保育支援員資質の向上の為に、職場内外の研修の機会を確保する。

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
現総合計画前期基本計画では、基本施策1-2「子育て家庭を支援する環境づくり」に位
置づけられ、しもつけ重点プロジェクトの取組事業にもなっています。
放課後において保育に欠ける児童の安全の確保と居場所つくりに寄与する事業であり、
経済情勢の変化により共働き家庭が増える際に利用希望者が増加する傾向にあります。
過去にはリーマンショック後に利用希望者が増加し、今後は新型コロナウイルス感染症
の終息後にも同様の状況が想定されます。
以上のことから必要性をＡとしました。

事業区分 新規・継続 継続 事業の種類 ソフト事業 市裁量の有無

年
度
別

事

業

内

容

Ⅱ（継続的
推進）

2 子育て家庭を支援する環境づくり
人

1 子ども・子育て支援

総合計画
での位置
付け

施策

1 大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり 重点事業区分
類型
区分

事
業
計
画

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

裁量あり

有効性

Ａ ○ 全て
要件（３項目）

― 地方創生（人口・関係人口増）やＳＤＧｓ、国土強靭化に寄与
令和４年度令和３年度

児童福祉法、子ども・子育て支援法、放課後児童健全育成事業実施要項、下野市学童保
育室条例、下野市学童保育室施行施設

事
業
費

２３，６１１千円 ２４，８５２千円 ３２，１４８千円 ３２，１４８千円 ３２，１４８千円

Ｃ なし
長期休業中のイ
ベント、折り紙教
室、民話語りべ等
の実施

長期休業中のイ
ベント、折り紙教
室、民話語りべ等
の実施

長期休業中のイ
ベント、折り紙教
室、民話語りべ等
の実施

・発達段階にふさわ
しい製作活動や伝
承あそびゲーム等
の実施・子どもの宿
題自習等の学習活
動の援助

・発達段階にふさわ
しい製作活動や伝
承あそびゲーム等
の実施・子どもの宿
題自習等の学習活
動の援助

国県支出金

１
以上

受益機会・費用負担割合等が公平公正である。

０千円 ０千円 ３２，１４８千円 管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である。

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
子ども・子育て支援事業計画において、実施支援単位数を数値目標に設定している。幼
稚園や認定こども園が運営する民間の学童保育室への補助事業などを含めて、支援単位
数の確保に向けた対応を実施している。
支援単位数を確保することで、保育に欠ける児童が増加した場合にも対応することがで
き、子育て支援策の充実により移住定住人口の増加にも寄与できると考え、有効性をＡ
としました。

市民サービスの維持・向上に寄与する。

Ｂ
１
以上

適切な評価指標の設定があり、達成に向けたプラン・動きがあ
補助団体

根拠法令
等

対
象
年
度

（
令
和
３

）

事
業
費
内
訳

・消耗品費（1,467千円）
・光熱水費（2,391千円）
・賄材料費（おやつ代）（25,059千円）
・医薬材料費（174千円）
・手数料（258千円）　　・委託料（650千円）
・借上料（2,149千円）

将来の活用・活性化等のビ
ジョンが明確である。他課との連携等により、相乗効果を図る。

市民団体や近隣自治体等と協働や連携 マネジメントの観点から維持費等
について十分検討されている。

３
以上

ソフト事業（要件：６項目） ハード事業（要件：３項目）

事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法
を見直す

補助金等の積極的な活用で最大の
成果となる方法を選択している。

地方債・その他 一般財源
Ｃ なし

指定管理者制度導入等、民間活力を活用する。

廃止

そ
の
他

（
過
年
度
実
績
・
特
筆
す
べ
き
点

等

）

過年度実績
　令和元年度は１５施設（２１支援単位）において、９９７名が利用しました。
実施内容の詳細

　平日は放課後から午後７時まで、長期休業時は午前７時３０分から午後７時までの時間におい
て、保育に欠ける児童を預かります。
　平日の１日の流れとしては、入室し間食を執った後、学童保育室支援員の見守りの下、屋外や
屋内での遊びを行い、保護者が迎えに来るまでの時間を過ごします。
　中には宿題をやる児童もいますが、支援員による学習指導は行いません。

今後の展開
　令和４年４月の南河内小中学校の開校に合わせ、薬師寺小学校学童保育室及び吉田東小学
校学童保育室を統合し、新たな学童保育室を開設します。
　また、こども福祉課担当職員及び各児童館長の事務の縮減のため、学童保育室支援員の確保
及び管理業務の民間事業者への委託について検討します。

その他
　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のための小学校臨時休業にあたり、教育委員会の発
表後に学童保育室の対応を検討するため、学童保育室利用者への周知にタイムラグが生じるこ
とが多々ありました。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う小学校の臨時休業により、３月から５月にか
けて長期休業と同様の開所を行いました。その際の学童保育室の支援員不足を、学校生活支援
員や教員を充てることで解消しました。
学童保育室支援員は、勤務時間が午後から夜７時にかけての業務であることから、人材確保が
課題のひとつに挙げられます。また、勤務シフトの作成などは各児童館長が担っており、事務
効率化を図るため、学童保育室運営の民間事業者への委託を検討していることから効率性をＡ
としました。

総合評価

○ 継続実施

見直し実施

効率性

Ａ ○

Ｂ

財
源


